
基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ①

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

こども福祉 Ｈ17～21 各種事業内容の継続 各種事業内容の継続 各種事業内容の継続 各種事業内容の継続

こども福祉 Ｈ17～21 ２保育所に各1人担当保育士配置 ２保育所に各１人担当保育士配置 ２保育所に各１人担当保育士配置 ２保育所に各１人担当保育士配置

こども福祉 Ｈ17～21 草内保育所で一部継続実施中。 草内保育所で一部継続実施中。 草内保育所で継続実施中。 草内保育所で継続実施中。

学校教育 Ｈ17～21
幼児が安定した情緒の下で自己を十分に発揮することができる
よう発達に必要な体験を得るために「幼稚園キ・ラ・ラ体験事象」
を各幼稚園で実施した。

同志社大学のサッカー部、馬術部等との交流とともに、大学か
ら講師を招いて親子での体を使った遊びを研修した。

同志社大学の見学、同志社大学ラグビー部、サッカー部、馬術
部等との交流及び幼小連携事業などを各幼稚園で行った。

同志社大学の見学、同志社大学ラグビー部、サッカー部、馬術部等との交
流及び幼稚園・小学校連携事業などを各幼稚園で行った。

○小学校
平成１６年～１７年の耐震調査の結果をふまえ、各学校の耐
震化の工事を順次実施。平成２０年度は草内小学校の給食棟・
体育館、三山木小学校体育館、薪小学校管理校舎棟・体育
館、田辺東小学校管理校舎棟について耐震補強工事を実施。
また、田辺東小学校については、併せて大規模改修工事を実
施した。

平成１６年～１７年の耐震調査の結果をふまえ、各学校の耐震
化の工事を順次実施。平成１９年度は大住中学校、田辺東小
学校の休憩室、便所棟等から実施。

草内小の屋外階段、北校舎普通教室、１階廊下天井改修、３
階軒天補修、薪小のフェンス、２・３階廊下手洗、１階職員室便
所改修、田辺東小の給食室サッシ・網戸改修、田辺小の防球
ネット新設、普賢寺小の２階便所改修、三山木小の１階南側便
所、校舎東面庇改修、大住小の体育館瓦棒屋根防水改修工
事、フェンス改修などの事業を行い、施設の維持管理及び教育
環境の充実を図った。

１．小学校 桃園小の２～３階階段照明、体育館倉庫樋・側溝改修、大住
小の１階便所改修、薪小のフェンス改修、普賢寺小の手洗い場、校舎屋上
フェンス、屋外階段、一階便所改修、三山木小の給食室アルミサッシ改
修、田辺東小の体育館屋根防水改修などの事業を行い、施設の維持管理
及び教育環境の充実を図った。

○幼稚園
大住幼稚園の園舎外壁改修と床張り替え、田辺幼稚園の床
張り替え、及び田辺東幼稚園の園舎外壁改修などの事業を行
い、施設の維持管理及び教育環境の充実を図った。

１ 幼稚園
田辺、田辺東、薪、松井ケ丘幼稚園の保育室改修、床張り替
え、壁モルタル工事などの事業を行い、施設の維持管理及び
教育環境の充実を図った。

２ 幼稚園
田辺幼の保育室改修、壁モルタル撤去及び復旧、薪幼の掲
揚柱撤去新設、大住幼の西園舎便所改修、松井ケ丘幼の昇降
室前側側新設工事などの事業を行い、施設の維持管理及び教
育環境の充実を図った。

２．中学校 ・田辺中の北校舎三階音楽室、体育館二階更衣室、一階便所
改修、大住中シャッター新設などの事業を行い、施設の維持管理及び教
育環境の充実を図った。

各保育所耐震調査
（三山木保育所） 遊戯室壁改修工事・保育室壁改修工事・床
下換気扇設置・床改修工事 （草内保育所） 遊
戯室用物入れ床改修工事・砂場整備工事

河原保育所アスベスト調査・南山保育所軒天井改修工事

３．幼稚園 ・大住幼の保育室改修、駐車場の新設、田辺幼の側溝・桝改
修、保育室湯沸室タイル補修、東側園舎保育室改修、三山木幼のフェンス
改修、シャッター新設などの事業を行い、施設の維持管理及び教育環境
の充実を図った。

４．保育所 草内保育所、幼児用便所換気扇設置工事・三山木保育所、
０，３，４，５歳児室改修工事、給食室網戸設置工事、０，４，５歳児出入り口
扉錠設置工事・南山保育所、藤棚撤去工事、鉄柵撤去工事

○家庭支援推進保育事業の実施

Ｈ17～21
こども福祉
教育総務

◎ 展開する事業群(2-1-1)

○保育内容の充実（保育所）

保育・教育内容や活
動、施設の充実

○保育所園庭の芝生化の検討

○特色ある園づくり
（幼稚園：体験活動等を生かした
活動や幼児の特性や発達に応じ
た指導方法の工夫）

○保育所、幼稚園、小・中学校等
施設の計画的な
改善

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

保育・教育環境の充実

事業内容（細事業）

2-(1)-①



意見発表等の機会の
充実

学校教育 こ
ども福祉

Ｈ17～21
平成２０年１１月２９（土） 田辺中央公民館ホールで実施。 発
表者 １２人 作品応募総数 ９２６人 参加者数３００人

田辺東小学校北校舎に身体障害者用トイレの設置
平成１８年１１月５（日） 同志社大学恵道館で実施。 発表者
１３人 作品応募総数 １１５８人 参加者数１５０人

平成１７年５月８日（日） 中央公民館大ホールで実施。 発表者 １３人 作
品応募総数 １，０２６人 参加者数 ３００人

学校教育 Ｈ17～21

平成２０年度から、草内小、大住中を新たに指定校とし、３年計
画で実施。
同志社大学等の学生ボランティアによる学習支援を実施、 登
録者２６人。総合的な学習の時間等で地域の人材を活用 小
学校３～６年生児童１名５００円、１学級５，０００円を配分。 中
学校生徒１名５００円、１学級１０，０００円を配分

平成１９年度には、三山木小、田辺東小及び松井ケ丘小が新
たに指定校となり、小学校９校全校が実践した。
同志社大学等の学生ボランティアによる学習支援を実施、 登
録者５２人。総合的な学習の時間等で地域の人材を活用 小
学校３～６年生児童１名５００円、１学級５，０００円を配分。 中
学校生徒１名５００円、１学級１０，０００円を配分

田辺小・草内小を指定校とし３年計画で実施 同志社大学等の
学生ボランティアによる学習支援を実施 登録者４３人 総合的
な学習の時間等で地域の人材を活用 小学校３～６年生児童１
名５００円、１学級５，０００円を配分。 中学校生徒１名５００円、
１学級１０，０００円を配分

田辺・草内小学校を指定校として３年計画で実施した。 ・同志社大学等の
学生ボランティア（登録者数 １５人）による学習支援を実施した。また総合
的な学習の時間等で地域の人材を活用した。消耗品の補助については、
小学校１・２年生児童１名５００円、１校５，０００円を配分。中学校生徒１名５
００円、１校１０，０００円を配分を行った。

学校教育 Ｈ17～21 各中学校２年生を対象に全員が体験学習を行った。 各中学校２年生を対象に全員が体験学習を行った。 各中学校２年生を対象に全員が体験学習を行った。 各中学校２年生を対象に、全員が体験学習を行った。

学校教育 Ｈ17～21

英語指導助手を３名採用し、中学校において英語授業の補
助、英語クラブ、課外活動への協力などのほか月曜日から金曜
日に中学校の巡回指導を行った。また、市立小学校、幼稚園
において、英語活動等行うことにより、児童・園児との交流を
図った。

英語指導助手を３名採用し、中学校において英語授業の補
助、英語クラブ、課外活動への協力などのほか月曜日から金曜
日に中学校の巡回指導を行った。また、市立小学校、幼稚園
において、英語活動等行うことにより、児童・園児との交流を
図った。

派遣予定表に基づき実施した。 ３人のＡＥＴが３中学校を概ね
１月単位でローテーションして英語授業の補助をした。また、小
学校及び幼稚園へも派遣し、英語活動を行った。

３人のＡＥＴが３中学校を概ね１月単位でローテーションして英語授業の補
助をした。また、小学校及び幼稚園にも派遣し、英語活動を行った。

教員の活用が増えるとともに生徒の活用も広がりつつある。しかし京田辺市
では小学校でのコンピュータ教室を作っていないため、液晶プロジェクター
を活用して授業をしようとすると設置・設定が必要となり、コンピューターを
使った授業のやる気はあるが接続や技術の不安がある先生方も多く、活用
の障害になっている。それを解決するためには、ＩＴ化された教室の設置で
一般教科への対応がより可能になり児童・生徒の学力向上につながると考
えられる。

また小学校へのパソコン教室の設置よりも予算的にコストダウンになり、活
用状況の幅も広がる。大型モニター６５インチコンピューター液晶タブレツ
ビデオ・ＤＶＤ・スピーカー等を３校に設置した。 目標：各教室２台、特別
教室１０台、コンピューター教室４２台

学校教育 Ｈ17～21

情報教育コーディネータの派遣により、貸与パソコンをはじめと
するＩＣＴ機器を常時快適に使うことができている。また教職員
の活用の増加に伴い、ソフトの使用方法の相談も増えている。
夏期講座の開催や校内研修への講師派遣により、教職員のＩＣ
Ｔ活用指導能力が高まり情報モラルやセキュリティ意識も向上
し、各校での指導に生かされている。

教員のコンピュータ活用も広がり、授業のプリント作成やデータ
サーバを活用した補修学級プリント・休業中のワークブック等の
作成に活用されている。情報関係の授業だけでなく一般の授
業でのコンピュータ活用事例も増えてきている。（主要施策を参
照した）・情報教育コーディネーター派遣 １２か月（予算・決
算）
情報モラルとセキュリティ、情報機器の活用に関する講座の開
催

教員のコンピュータ活用も広がり、授業のプリント作成やデータ
サーバを活用した補修学級プリント・休業中のワークブック等の
作成に活用されている。情報関係の授業だけでなく一般の授
業でのコンピュータ活用事例も増えてきている。（主要施策を参
照した）・情報教育コーディネーター派遣 １２か月（予算・決
算）

教員のコンピューター活用も広がり、授業のプリント作成やデーターサーバ
を活用した補修学習プリント・休業中のワークブック等の作成に活用されて
いる。情報関係の授業だけでなく一般の授業でのコンピューター活用事例
も増えてきている。（主要施策を参照した） ・情報教育コーディネイター派
遣 １２ヶ月（予算・決算） 目標：全学校、全学年で授業での活用
率向上（月１回→週１回→日１回）

◎ 生きる力 文部科学省の中央教育審議会では、①自分で課題をみつけ、自ら学び、自ら考え主体的に判断し、よりよく問題を解決する能力、②自らを律しつつ、

他人と協調し他人を思いやる心や感動する心など豊かな人間性とたくましく生きるための健康や体力をさしている。

○進路指導の充実
・職場体験学習

Ｈ17～21
社会の変化に対応す
る教育の推進

○情報教育の充実②（☆）
・コーディネータ・ネットワーク、ソ
フト管理
配置事業
・情報モラルやマナーの育成
・情報通信ネットワークやコン
ピュータなどを
積極的に活用する能力、態度
の育成

○国際理解教育の充実
・ＡＥＴの活用（外国人による英語
授業）

○「子どもの主張大会」の実施

○特色ある学校づくり
・市研究指定校制度（学校改善）
（★）
・社会人講師の活用（地域人材
の活用）
（再掲3-（1）-⑤）
・総合的な学習の補助（消耗品
の補助）

学力の充実・向上と個
性を生かす教育の推
進

教員の活用が増えるとともに生徒への活用も広がりつつある。し
かし、京田辺市では小学校ではコンピュータ教室を作っていな
いため、液晶プロジェクターを活用して授業をしようとすると設
置・設定が必要となり、コンピュータを使った授業のやる気はあ
るが、接続や技術の不安がある先生方も多く、活用の障害に
なっている。それを解決するためには、ＩＴ化された教室の設置
で一般教科への対応がより可能になり、児童生徒の学力の向
上につながる。また、小学校へのパソコン教室の設置よりも予算
的にコストダウンになり、活用状況の幅も広がる。大型モニター
６５インチコンピュータ液晶タブレッビデオ・ＤＶＤ・スピーカ等を
３校に設置

○情報教育の充実①（☆）
・コンピュータ等の機器の充実

学校教育

教員の活用が増えるとともに生徒への活用も広がりつつある。し
かし、京田辺市では小学校ではコンピュータ教室を作っていな
いため、液晶プロジェクターを活用して授業をしようとすると設
置・設定が必要となり、コンピュータを使った授業のやる気はあ
るが、接続や技術の不安がある先生方も多く、活用の障害に
なっている。それを解決するためには、ＩＴ化された教室の設置
で一般教科への対応がより可能になり、児童生徒の学力の向
上につながる。また、小学校へのパソコン教室の設置よりも予算
的にコストダウンになり、活用状況の幅も広がる。大型モニター
６５インチコンピュータ液晶タブレッビデオ・ＤＶＤ・スピーカ等を
３校に設置
各校2台のプロジェクタに加え、貸出用に10台を備え活用して
いる。

校務用パソコンが教職員に１００％貸与されており、校務におい
て非常によく活用されている。教職員のＩＣＴ活用能力も向上
し、授業のための資料収集や教材作成、児童生徒の宿題等の
作成に広く活用されている。周辺機器の充実により、ＩＣＴ活用
指導力の高い教職員は、プロジェクタやパソコンを活用した分
かりやすい授業を展開している。またスキャナ、デジカメ、カラー
プリンタを利用した効果的な教材作りは、児童生徒の理解を助
けている。デジタル教科書やＮＨＫデジタル教材など、デジタ
ル教材やデジタルコンテンツが充実してきており、校内ＬＡＮを
利用した分かりやすい、興味関心を高める授業実践も始まって
いる。（校内ＬＡＮの普通教室への敷設は、ほぼ１００％である。
プロジェクタは各校２台に加え、要望に応じて追加で貸し出して
いる。）

2-(1)-①



基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ②

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

民生児童委員・主任
児童委員への活動支
援

社会福祉 Ｈ17～21
子育てにかかわる環境において、相談支援を行っている委員
活動に対して、様々な支援を行うとともに、円滑な民生委員活
動ができるよう助成し、補助金を支出した。

子育てにかかわる環境において、相談支援を行っている委員
活動に対して、様々な支援を行うとともに、円滑な民生委員活
動ができるよう助成し、補助金を支出した。

子育てにかかわる環境において、相談支援を行っている委員
活動に対して、様々な支援を行うとともに、円滑な民生委員活
動ができるよう助成し、補助金を支出した。

子育ての不安、児童虐待等子育てにかかわる環境において、相談支援を
行っている委員活動に対して様々な支援を行うとともに、円滑な民生委員
活動ができるよう助成し補助金支出している。

こども福祉 Ｈ17～21 電話 ６０件 来所 ７１７件 電話 ５６件 来所 ６６６件 電話 ２８件 来所 ５１８件 電話 ５５件 来所 ４５９件

こども福祉 Ｈ17～21
保護者からの相談件数 ９３件 発達・しつけ・遊びなど子育
て全般について相談を受ける。 日常の会話の中での相談に
ついての件数は含んでいない。

保護者からの相談件数 17８件 発達・しつけ・遊びなど子育
て全般について相談を受ける。 日常の会話の中での相談に
ついての件数は含んでいない。

保護者からの相談件数 140件 発達・しつけ・遊びなど子育
て全般について相談を受ける。 日常の会話の中での相談に
ついての件数は含んでいない。

保護者からの相談件数 １７４件 発達・しつけ・遊びなど子育て全般につ
いて相談を受ける。 日常の会話の中での相談についての件数は含んで
いない。

こども福祉 Ｈ17～21 相談延べ件数 1112件 相談延べ件数 656件 ６３８件 相談件数 ５３１件

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲1-（2）-①） （再掲1-（2）-①） （再掲1-（2）-①） （再掲1-（2）-①）

こども福祉 Ｈ17～21
相談員の他、母子保健関係保健師の研修への参加
要保護児童対策地域協議会を設置。代表者会議・実務者会議
開催 関係機関との連携の強化

相談員の他、母子保健関係保健師の研修への参加
要保護児童対策地域協議会を設置。代表者会議・実務者会議
開催 関係機関との連携の強化

相談員の他、母子保健関係保健師の研修への参加
要保護児童対策地域協議会を設置。代表者会議・実務者会議
開催 関係機関との連携の強化

相談件数 ５３１件 京都府児童相談研修への参加 ２回 ・ ケース処遇
検討会の開催（児童相談所・学校・民生児童委員）

学校教育 Ｈ17～21
在園中の保護者に対しては、各幼稚園で随時行っている。
次年度入園予定児及びその保護者を対象に親子なかよし学級
を開設し、その中で子育てに関する相談に応じている。

在園中の保護者に対しては、各幼稚園で随時行っている。
次年度入園予定児及びその保護者を対象に親子なかよし学級
を開設し、その中で子育てに関する相談に応じている。

在園中の保護者に対しては、各幼稚園で随時行っている。
次年度入園予定児及びその保護者を対象に親子なかよし学級
を開設し、その中で子育てに関する相談に応じている。

各幼稚園で随時実施

学校教育 Ｈ17～21 （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③）
○小中学校での教育相談
（再掲2-（1）-③）

○幼稚園での子育て相談事業

○地域子育て支援センターにおけ
る子育て相談（来所、電話）
（再掲1-（2）-①）

事業内容（細事業）

○京田辺市民生児童委員協議会
への活動費の助成
○区域担当委員121名、主任児童
委員10名への活動費の助成

児童福祉施設等にお
ける相談の実施

○相談体制の充実等
・関係職員の研修、技能向上
・相談対応に当たっての関係部
署等との連携強
化等

○家庭児童相談室での相談
（来庁、電話）

○保育所における育児相談
（来所、電話、園庭開放）

○児童館における育児相談、発達
相談

学校等における相談
体制の充実

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

◎ 展開する事業群(2-1-2)

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

子育てに関する相談体制の充
実

2-(1)-①



基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ③

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

こども福祉 Ｈ17～21
随時、相談を受付している。
日常会話の中で相談となるため、件数のカウントはしてない。

随時、相談を受付している。
日常会話の中で相談となるため、件数のカウントはしてない。

随時、相談を受付している。
日常会話の中で相談となるため、件数のカウントはしてない。

随時子育て全般について相談を受けている。

学校教育 Ｈ17～21

小・中学校で教育相談を実施し、精神衛生面での支援や不登
校生徒・保護者への支援、学校に対するコンサルテーション機
能を果たしている。
・小学校（市事業）
実施回数 ８８回、相談件数 ３１８件
・中学校（府事業）
相談件数 延べ９７件、相談人数 延べ５５６人

小・中学校で教育相談を実施し、精神衛生面での支援や不登
校生徒・保護者への支援、学校に対するコンサルテーション機
能を果たしている。
・小学校（市事業）
８７回開催、取扱件数 ３５９件
・中学校（府事業）
取扱件数 ９４件、相談人数 延べ６０５人

小学校では月に１回４時間（普賢寺小を除く）、合計８７回２７９
件の相談を実施 中学校では週に１回８時間、合計１０５回５６０
件の相談を実施し、精神衛生面での支援や不登校生徒・保護
者への支援、学校に対するコンサルテーション機能を果たして
いる。

小学校では、月に１回４時間、中学校では週に１回８時間実施した。合計８
６回実施し、３２４件の相談があった。

学校教育 Ｈ17～21

○適応指導教室充実事業
精神的に不安定な通室生徒への適切な対応を図るため、精
神病理の専門家をスーパーバイザーとして招き、カンファレンス
を実施した。
年間開室日数 ２００日
通室延人数 ６４０名

教室を１か所に統合し、開設時間と指導体制の充実強化を図る
ことにより不登校児童・生徒の学校復帰や進学への支援、保護
者への相談体制の充実を図った。
開催 １９６回、参加人数 延べ６４６名

３箇所において週に２回開設 合計２２５回開設し、延べ４５３
人の参加であった。

３箇所において週に２回、合計２２５回の開設をし、延べ５９０人の参加者が
あった。

○適応指導教室（ポットラック）の
充実

子どもへの相談支援

○小中学校でのカウンセラーによ
る教育相談

◎ 展開する事業群(2-1-3)

事業内容（細事業）

○児童館における相談
（指導員と子どものふれあいの中
での間接的な相談、手助け）

不登校等への対応の推進

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

2-(1)-①



基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ④

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

学校教育 Ｈ17～21
小学校１年生に学級運営支援員を配置した（三山木小、普賢
寺小、田辺東小、薪小）。

小学校１年生に学級運営支援員を配置した（大住小、薪小）。
小学１年生に学級運営支援員の配置をした。田辺東小学校
指導方法工夫改善指導加配の研修実施 ２回／年

小学校１年生に学級運営支援員の配置をした。（田辺東小学校）

こども福祉
学校教育

Ｈ17～21

初任者については、年３回の研究授業及び年２回の研修講座
を実施した。また、２年目、３年目については、年１回の研究授
業を実施し、指導力の向上に努めている。
幼稚園の教員対象に年３回研修会を開催し、更に年２回幼稚
園での保育実習参観を行い、意見交換を図った。
京都府保育協会研修２０人 ・他の研修１４人

京都府保育協会研修２５人 ・他の研修１５人 初任
者については、年３回の研究授業及び年２回の研修講座を実
施した。また、２年目、３年目については、年１回の研究授業を
実施し、指導力の向上に努めている。
幼稚園の教員対象に年３回研修会を開催し、更に年２回幼稚
園での保育実習参観を行い、意見交換を図った。

校園長講座、教頭講座、教務主任講座、２０年目以上講座、音
楽講座、書写講座、美術講座の開催
初任者については年間３回の研修を行うとともに各学期毎に計
３回の校内研究授業を実施した。また、採用３年目までの教諭
全員に年１回の研究授業を実施し、指導力の向上を図ってい
る。京都府保育協会研修２２人 ・他の研修１２人

京都府保育協会研修 ２３人 ・他の研修 １２人 ・教頭講座、教務主
任講座、２０年目以上講座、書写講座、美術講座等を開催した。初任者に
ついては、年間３回の研修を行うとともに各学期ごとに計３回の校内研究授
業を実施した。また、採用３年目までの教諭全員に年１回の研究授業を実
施し、指導力の向上を図っている。

幼稚園、保育所と小
学校の連携の推進

学校教育 Ｈ17～21
各小学校で次年度入学予定園児を運動会へ招待し交流を
図った。 交流給食や合同の文化鑑
賞会、運動会などの幼小連携事業を実施した。

各小学校で次年度入学予定園児を運動会へ招待し交流を
図った。 交流給食や合同の文化鑑
賞会、運動会などの幼小連携事業を実施した。

各小学校で次年度入学予定園児を運動会へ招待し交流を
図った。 交流給食や合同の文化鑑
賞会、運動会などの幼小連携事業を実施した。

各小学校で次年度入学予定児を運動会に招待し交流をした。

小・中学校の連携強
化

学校教育 Ｈ17～21
中学校ブロックによる合同研修 １回／学期 市教育研究会
１回／年

中学校ブロックによる合同研修 １回／学期 市教育研究会
１回／年

中学校ブロックによる合同研修 １回／学期 市教育研究会
１回／年

中学校ブロックによる合同研修会 １回／学期の実施。市教育研究会 １
回／年を実施した。

社会体育 Ｈ17～21 ９校 延べ５０回 参加者数 ３２７名 ９校 延べ５０回 参加者数 ４２６名 ９校 延べ ５０回 参加者数 ３１８名 ９校 延べ ５０回 参加者数 ５６０名

１０月１９日 参加者数５９４名 １０月２１日 参加者数３４８名 １０月２２日 参加者数 ３８４名 １０月２３日 参加者数 ２５５名

２月１５日 参加者数 ３７チーム ２２２名 ２月１７日 参加者数 ３８チーム ４１０名 ２月１８日 参加者数 ４１チーム ２９９名 ２月１９日 参加者数 ４１チーム ２４６人

７月６日 参加者数 ４７４人 ７月８日 参加者数 ３８４名 ７月２日 参加者数 ３７５名 ７月３日 参加者数 ３２６名

・幼児水泳 ２教室×３期×８回 参加者 ２５３名
・小学生水泳 ２教室×３期×８回 参加者 ３３２名
・障害者水泳 1教室×３期×８回 参加者 １４名

・幼児水泳 ２教室×３期×８回 参加者 ２４８名
・小学生水泳 ２教室×３期×８回 参加者 ３１６名
・障害者水泳 1教室×３期×８回 参加者 ３２名

・幼児水泳 ２教室×３期×８回 参加者 235名 ・小学生
水泳 ２教室×３期×８回 参加者313名 ・障害者水泳 1教
室×３期×８回 参加者28名

・幼児水泳 ２教室×３期×８回 参加者 ２３９名 ・小学生水泳 ２
教室×３期×８回 参加者 323名 ・障害者水泳 １教室×３期×８回
参加者 ３０名

９月７日 参加者数 １６７名 ９月２日 参加者数 １５０名 ９月３日 参加者数 １７９名 ９月４日 参加者数 ２０４人

◎ 展開する事業群(2-1-4)

事業内容（細事業）

○指導体制の充実とそのための条
件整備
・個に応じたきめこまかな指導

教育活動の充実

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

○水泳教室
・幼児水泳教室
・小学生水泳教室
・障害児水泳教室

社会体育 Ｈ17～21

子どもの健全育成体制の充実

●水泳記録会

○児童、保護者、教職員の交流の
推進
・運動会への招待
・児童の交流

○職員の資質の向上（保育士、幼
稚園教諭、小中学校教職員）
・各種研修会への参加
・初任者研修等

○小・中学校の連携強化
・小中合同研修（授業参観、授業
の指導方法
の研究等）

○少年スポーツ教室

○市民マラソン大会

●市民駅伝競走大会 社会体育

●綴喜陸上競技会

Ｈ17～21

各種スポーツ教室・大
会の開催

2-(1)-①



社会体育 Ｈ17～21 ２月～３月までの間 ８６名（４３組親子）
２月２６日～３月２６日までの間 毎週月曜日（５回）
５回×８６名（４３組親子） 参加者数 ４３０名

２月２６日～３月２６日までの間 毎週月曜日（５回）
５回×６０名（３０組親子） 参加者数 ３００名

２月２７日～３月２７日までの間 毎週月曜日（５回）×３４名 参加者数 １７
０名

１２月６日 ５６チーム 参加者数 ３２２名 １２月１日 ３３チーム 参加者数 ２１２名 １１月２３日 ３０チーム 参加者数 １９３名 １２月３日 ３２チーム 参加者数 ２０４名

６月７日～８日 ４９チーム ４６１名 ６月９日～１０日 ５５チーム ４０８名 ６月１０日～１１日 ４５チーム ４３０名 ６月１１日～１２日 参加者数 ４２チーム ４５６人

２月２１日 ７０チーム ６０８名 ２月２３日 ６７チーム ５８１名 ２月２４日 ６５チーム ５５８名 ２月２５日 参加者数 ６１チーム ５６６人

参加者数 親子体操２５０名 スポーツ体験２５００名 参加者数 親子体操２５０名 スポーツ体験１５００名 参加者数 約 ３，０００名 参加者数 約 ３，０００名

「こどもの日」５月５日 ３５２名
「体育の日」１０月１３日 ４０２名

「こどもの日」５月５日 ３０７名 「こどもの日」５月５日 ２２８名 体育の日 利用者数 ４７４人 ・子どもの日 利用者数 ２６８人

１２月１５日 ３６名 １２月１０日 ２２名

・７月１６日 ５５名
・９月１１日 ２０名
・９月１３日 １９名
・９月１４日 １８名

７月実施 ６３名 １２月実施 ２７名 計 参加者数 ９０名

６月２８日 ２９名 ６月３０日 ５０名 ７月８日 ４９名 ７月９日 参加者数 ４７名

社会体育 Ｈ17～21
春季 ６月２２日 ５地域 参加者 ２１６４名
秋季１１月２３日 ５地域 参加者 １１５０名

春季 ６月２４日 ５地域 参加者 ３，１１９名
秋季１１月２５日 ５地域 参加者 １，０６２名

６月２５日 ５地域 参加者 ２，９２６名 ６月２６日 ５地域 参加者 ２，８６７名

社会体育 Ｈ17～21 ２地域 参加者 １３０名 ２地域 参加者 １１５名 ３地域 参加者 １７２名 ３地域 参加者数 １３８人

社会体育 Ｈ17～21 秋季地域スポーツ大会に移行 秋季地域スポーツ大会に移行 ５地域 １,０９３名参加 ３地域 参加者数 ７７８人

社会体育 Ｈ17～21 ２３区・自治会 参加者数 約 ５，８００人 ２３区・自治会 参加者数 約 ５，８００人 ２３区・自治会 参加者数 約 ５，８００人 ２４区・自治会 参加者数 約 ６，０００人

社会体育 Ｈ17～21 中止 中止 １地域 参加者数 １２０人 １地域 参加者数 １２０人

社会体育 Ｈ19～21 １地域 参加者数 ８０名 ２地域 参加者数 １２０名

青少年関係団体の育成・
支援

社会教育
社会体育

Ｈ17～21

京田辺市青少年問題連絡協議会
7月26日 キララフェスティバル会場周辺において青少年健全育成啓発
パトロール
夏休み期間中 青少年の生活環境調査及び地域パトロール
青少年生活環境マップ啓発チラシの配布(市民文化祭 小中学校全校生
徒)
京田辺市ＰＴＡ連絡協議会
10月25日（土） 親睦スポーツ大会

京田辺市青少年問題連絡協議会
7月29日 キララフェスティバル会場周辺において青少年健全育成啓発
パトロール
夏休み期間中 青少年の生活環境調査及び地域パトロール
青少年生活環境マップ啓発チラシの配布(市民文化祭 小中学校全校生
徒)

京田辺市スポーツ少年団 １２団 ３７６名
京田辺市青少年問題連絡協議会
7月29日 キララフェスティバル会場周辺において青少年健全育成啓発
パトロール
夏休み期間中 青少年の生活環境調査及び地域パトロール
青少年生活環境マップ啓発チラシの配布市民文化祭 小中学校全校生
徒
４小学校に横断幕設置をし青少年の健全育成の啓発活動を行った
京田辺市ＰＴＡ連絡協議会

青少年問題連絡協議会は、青少年健全育成啓発パトロール（キララフェス
ティバル会場周辺）、夏休み期間中生活環境調査及び地域パトロール、文
化祭で生活環境マップ啓発チラシの配付、綴喜防犯推進委員連絡協議会
とのタイアップでひったくり防犯実演、健全育成啓発横断幕の設置、パト
ロール表示の作成及び設置をした。ＰＴＡ連絡協議会は、親睦スポーツ大
会を実施した。 スポーツ少年団 １１団 ４０９名 ・青少年をまもる
会は、１７年９月をもって解散。

社会体育

Ｈ17～21社会体育
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●市民プール無料開放

Ｈ17～21

社会体育

○少年交流大会

○生涯スポーツフェスティバル

○地域運動会

○地域ボウリング大会

●水泳指導者研修会

○球技大会

●市ハンドボール大会

●小学生ハンドボール交流大会

○各種団体の育成・支援
・京田辺市青少年問題連絡協議会
・京田辺市PTA連絡協議会
・京田辺市青少年をまもる会
・京田辺市スポーツ少年団

スポーツリーダーの養
成

地元組織によるスポー
ツの推進

○地域ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ大会

○親子体操教室

○地域ゲートボール大会

○スポーツリーダーの養成

○地域スポーツ大会

スポーツ交流事業
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基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ⑤

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

社会体育 Ｈ17～21 １０月５日 参加者 ２１９人 １０月１４日 参加者 ３２４人 １０月１日 参加者 ２１２人 １０月２日 参加者 ４０６人

社会体育 Ｈ17～21 ５月１８日 参加者 ３９８人 ５月２０日 参加者 ２９５人 ５月２１日 参加者 ２６０人 ５月５日 参加者 ３４１人

社会体育 Ｈ17～21 全 ４０回 １７９３人 全 ３９回 １６２９人 全 ３８回 １６０７人 全 ３３回 ７４４人

ふるさと体験学習の推
進

社会教育 Ｈ17～21
9地域委員会 合計６６事業
参加者総数 １０，３７４人

9地域委員会 合計６５事業
参加者総数 ９，９３３人

９地域委員会 合計７２事業
参加総数１０，０９６人

９地域委員会 合計 ７４事業 参加者総数 ８，４２１人

社会教育 Ｈ17～21

中央館 人形劇・約１６０人 映画会・約６０人
ヨーヨーつり・約３００人 絵巻物紙芝居・約８０人
北部分室 人形劇・約１４０人 手づくり会・約１２
０人 ヨーヨーつり・約１７０人
中部分室 人形劇・約８０人 手づくり会・約１７０

中央館 人形劇・約１８０人
映画会・１１８人
ヨーヨーつり・約２８０人

北部分室 人形劇・１２６人
手づくり会・約５０人

中央館 人形劇・約150人
映画会・約140人
ヨーヨーつり・約350人

北部分室 人形劇・約70人
手づくり会・約100人

・中央館 人形劇 約１１０人 映画会 約１５０人 ヨーヨーつり 約３５０人
・北部分室 人形劇 約１００人 手作り会 約２００人 ヨーヨーつり 約３０
０人 ・中部分室 人形劇 約１５０人 手作り会 約２００人

社会教育 Ｈ17～21
中央館 ６０回・１，３１４人
北部分室 ６１回・ ７３３人
中部分室 ３０回・ ４３８人

中央館 ６３回・１，４３４人
北部分室 ６１回・ ９４３人
中部分室 ２９回・ ４７３人

中央館 61回・約1,530人
北部分室 64回・約1,000人
中部分室 28回・ 約480人

中央館 ６３回 １，２８４人、北部分室 ５５回 ７７１人、中部分室 ２４回 ４
５２人

社会教育 Ｈ17～21
市内18箇所のステーション（生活圏に図書館がない地域）と留
守家庭児童会8学級で実施
18ステーションには2週間に1回、8学級には年5回巡回

市内18箇所のステーション（生活圏に図書館がない地域）と留
守家庭児童会8学級で実施
18ステーションには2週間に1回、8学級には年5回巡回

市内18箇所のステーション（生活圏に図書館がない地域）と留
守家庭児童会8学級で実施
18ステーションには2週間に1回、8学級には年5回巡回

市内１８箇所のステーション（生活圏に図書館がない地域）と留守家庭児童
会８学級で実施した。 １８ステーションには２週間に１回、８学級には年５回
巡回した。

市民参画 Ｈ17～21
絵画・手紙交換交流事業 ・京田辺市 参加児童数 387人
・ウｲラル市（イギリス） 参加児童数 304人

絵画・手紙交換交流事業 ・京田辺市 参加児童数 548人
・ウｲラル市（イギリス） 参加児童数 355人

絵画・手紙交換交流事業 ・京田辺市 参加児童数 462人
・ウｲラル市（イギリス） 参加児童数 356人

絵画・手紙交換交流事業 ・京田辺市 参加児童数 １９９人 ・ウｲラル市
（イギリス） 参加児童数 １５９人

市民参画 Ｈ17～21
留学生が小学校を訪問 ６月 松井ケ丘小学校 参加留学生
２１人 ・ １月 薪小学校 参加留学生 １０人

留学生が小学校を訪問 ６月 草内小学校 参加留学生 １０
人 ・ １２月 松井ケ丘小学校 参加留学生 ２０人

留学生が小学校を訪問 ６月 松井ケ丘小学校 参加留学生
１４人 ・ １２月 大住小学校 参加留学生 １６人

留学生が小学校を訪問 ６月 桃園小学校 参加留学生 １２人 ・ １２
月 草内小学校 参加留学生 １５人

市民参画 Ｈ17～21 実施せず 実施せず 実施せず 子どもまつりが実施されなかった為、未実施。

きょうたなべ子ども会
議の開催

企画財政課 Ｈ18～21

平成２１年２月３日 参加者５３人（大住小学校６年生全児童）
大住小学校の６年生の４分野７つのチームが、学習の中で京
田辺市のまちづくりや身近な問題について研究し、気付いたこ
とや、問題解決のために自分たちに何が出来るかを発表すると
ともに、市長・教育長との意見交換を行った。
目標達成
きょうたなべ子ども会議を開催して、子どもたちのまちづくりに

平成２０年２月８日 参加者５５人（草内小学校６年生全児童）
草内小学校６年生の６分野７つのチームが、その研究成果を
発表し市長に提言するとともに、市長・教育長との意見交換を
行った。
目標達成
きょうたなべ子ども会議を開催して、子どもたちのまちづくりに
対する関心が４４％から９６％に上昇した。

平成１９年２月２日 参加者５２人（薪小学校６年生全児童）
薪小学校６年生の４分野７つのチームが、その研究成果を発
表し市長に提言するとともに、市長・教育長との意見交換を行っ
た。 目標達成

平成１８年度から実施 目標：毎年１回開催

国際交流の推進

○青少年文化交流事業
（市内幼稚園児・小学生と英ウィラ
ル市の児童生徒との絵画・手紙等
の交換による交流）

○独テュービンゲン大学同志社日
本語センター生との友好交流事業
（学生の小学校訪問（授業参観
等）による小学生との交流）

○子どもたちと在住外国人との交
流（市こどもまつり等）

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

創造性を育む体験学習の充実

自然の中での体験学
習の充実

◎ 展開する事業群(2-1-5)

事業内容（細事業）

○子どもの日（野外活動に親しむ
日）無料開放

○野外活動のつどい

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

○きょうたなべ子ども会議の開催
（★）
（未来を担う子どもたちに京田辺市
のまちづくりを考えてもらい、市政
への参加と理解を促進する機会と
する）

○ふるさと体験学習
（小学校区単位で地域の人や学校
関係者で体験学習委員会を設置
し、年間３～４回の体験活動の機
会を提供）

○土曜わくわく体験教室

○夏休み子どもフェスティバル
（手づくり会、人形劇、映画会等）

○おはなし会
（おはなしや絵本の読み聞かせ等
の体験を通じて本に親しむ）

○移動図書館事業

図書館事業の推進

2-(1)-①



基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ⑥

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

児童館事業の推進 こども福祉 Ｈ17～21 延べ利用者数 １３，０６３名 延べ利用者数 １０，０２１名 延べ利用者数 8，894名 延べ利用者数 １１，４２６名

豊かな人間性を育む
教育の推進

学校教育 Ｈ17～21 （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③） （再掲2-（1）-③）

子どもの居場所づくり
の推進

社会教育 Ｈ18～21 興戸区、高木区、河原区の３公民館で実施
二又区、新興戸自治会、山手東自治連合会、一休ケ丘自治会
の４分館公民館で実施

東区、高船区、山手南自治会、田辺団地連合自治会、普賢寺
区、打田区、山崎区、田辺区の８分館公民館で実施

平成１８年度から実施

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

子どもの居場所づくりの推進

○子どもの居場所づくりの推進
（★）
（子どもたちが自由に過ごせる場
の確保と様々な事業や体験ができ
るような機会、人材の提供）

○適応指導教室（ポットラック）の
充実
（再掲2-（1）-③）

◎ 展開する事業群(2-1-6)

事業内容（細事業）

○なかよしクラブ
（各児童館：小・中・高校生対象）
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基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ⑦

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

こども福祉 Ｈ17～21
支払い児童延べ 74,791人 総額493,550,000円 児童数
6,531人 受給者数 3,973人

支払い児童延べ 72,850人 総額468,940,000円 児童数
6,329人 受給者数 3,826人 平成19年度制度改正有り

支払い児童延べ 68,060人 総額379,285,000円 児童数
6,156人 受給者数 3,744人 平成18年度制度改正有り

支払い児童延べ ５２，６２１人 総額２９３，７９０，０００円 児童数 ４，６１７
人 受給者数 ２，９８５人

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

社会福祉
こども福祉

Ｈ17～21
府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 7名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 ５名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 ９名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護受給者につ
いて、奨学金による支援を行った。 ７名が受給。

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③）

社会福祉 Ｈ17～21 平成１７年１２月末で事業終了。 平成１７年１２月末で事業終了。 平成１７年１２月末で事業終了。
就職が内定している中卒、高校退学、高校卒業者に就職支度金を支給し、
要保護者への支援を行った。 ・一般 １人に支給。 ・生活保護 ５人に支
給。 この事業は平成１７年１２月末で終了した。

○市特別児童福祉手当
（再掲2-（2）-②）

○高等学校奨学金（府制度）
・奨学金により支援を行う。（生活
保護受給
者、母子父子市町村民税非課
税世帯）

○特別児童扶養手当
（国制度、府による認定・支給事
務：進達事務）
（再掲2-（2）-③）

○市心身障害児童特別手当
（再掲2-（2）-③）

○就職支度金
（中学校卒、高校退学・卒業者へ
の就職支度金による要保護者へ
の支援）

○母子家庭奨学金（府制度：周
知）
（再掲2-（2）-②）

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

各種手当の支給によ
る支援

○交通遺児奨学金（府制度：周
知）
（再掲2-（2）-②）

○児童手当

○児童扶養手当
（再掲2-（2）-②）

事業内容（細事業）

◎ 展開する事業群(2-1-7)

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

子育てに伴う経済的支援
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こども福祉 Ｈ17～21
生活保護世帯 ２３世帯
母子家庭世帯 ６７世帯

生活保護世帯 １７世帯
母子家庭世帯 ５８世帯

生活保護世帯 22世帯
母子家庭世帯 50世帯

生活保護世帯 １６世帯
母子家庭世帯 ６１世帯

学校教育 Ｈ17～21

京田辺市在住の私立幼稚園保護者３１８人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園２０園に補助を行った。 実績２４，００
６，３００円 市立幼稚園在園児保護者延べ２１名に対して合
計６３４，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園保護者３０１人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園１８園に補助を行った。 実績２１，４４
８，５００円 市立幼稚園在園児保護者延べ２１名に対して合
計６５７，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園保護者２９７人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園２０園に補助を行った。 実績２０，１５
５，００８円 市立幼稚園在園児保護者延べ１８名に対して合
計６３０，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園児保護者２６５人に対して保育料減免事業を
行った。私立幼稚園２０園に補助を行った。実績額 １９，３７９，１００円 ・
市立幼稚園在園児保護者１７名に対して合計５５３，０００円の減免を行っ
た。

学校教育 Ｈ17～21

市立小学校児童４９１名及び中学校生徒３７２名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，４３７
千円、中学校費５，５８０千円。 小学校・中学校保護者が負
担する学級費を負担（学級消耗品費）。小学校４，２３２千円、中
学校１，６２１千円を各学校に配分した。・就学援助費 小学校
６０４人 ３２，９７５千円 中学校 ２５９人 １２，６６８千円
・特別支援教育就学奨励金 小学校 １１人 ３２８千円 中
学校 ６人 １７４千円

市立小学校児童５０４名及び中学校生徒４０２名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，５２８
千円、中学校費６，０３０千円 小学校・中学校保護者が負担
する学級費を負担（学級消耗品費）。小学校４，１６２千円、中学
校１，５６３千円を各学校に配分した。・就学援助費 小学校 ５
６５人 ３０，６０８千円 中学校 ２４７人 ９，９６７千円 ・
特別支援教育就学奨励金 小学校 １４人 ４２４千円 中
学校 １人 １４千円

市立小学校児童４６４名及び中学校生徒４１３名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，２４８
千円、中学校費６，１９５千円 小学校・中学校保護者が負担
する学級費を負担。小学校４，０９７千円、中学校１，６１８千円
を各学校に配分した。・就学援助費 小学校 ５１９人 ２７，３６
７千円 中学校 ２０１人 ８，０３４千円 ・特殊教育就学
奨励金 小学校 １１人 ３２７千円 中学校 ６人 ２２０千
円

市立小学校児童４６１名及び中学校生徒３７５名の保護者に対して修学旅
行経費の補助を行った。実績額小学校費３，２２７千円，中学校費５，６２５
千円。 ・小学校・中学校保護者が負担する学級費を負担した。実績額
小学校３，６８３千円、中学校１，５４８千円を各学校に配分した。 ・就学援
助費 小学校 ５１９人 ２７，３６７千円、中学校 ２０１人 ８，０３４千円 ・特
殊教育就学奨励金 小学校 １１人 ３２７千円、中学校 ６人 ２２０千円

社会教育 Ｈ17～21 生活保護世帯の負担金を全額免除
生活保護、要保護、準要保護及び前年分住民税が非課税の
世帯の負担金を全額免除

生活保護、要保護、準要保護及び前年分住民税が非課税の
世帯の負担金を全額免除

生活保護世帯、要保護・準要保護世帯の負担金は、全額を免除した。

乳幼児医療費助成 こども福祉 Ｈ17～21
対象者数７，９５６人 ６８，９９４件（０～３歳１，８１０人及び小学
生９２７人３4,676件 ３～就学前１，９３９人３４，９２２件）助成
額 １１３,１１４千円

対象者数４，５６８人 ６４，３８２件（０～３歳１，７８１人及び小学
生８１２人３０，９９７件 ３～就学前１，９７５人３３，３８５件）助
成額 128,879千円

対象者数 ４，００２名 ５９，７２６件 （０～３歳 １，７９３人 ２
７，３２３件、３～６歳 ２，２０９人 ３２，４０３件） 助成額１２５，
２６４千円

対象者数 ４，５３９名 ６０，３２３件 （０～３歳 ２，０８９人 ２
８，１３９件、３～６歳 ２，４５０人 ３２，１８４件） 助成額１２0，
２９９千円

不妊治療費助成 こども福祉 Ｈ17～21 （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①）

○就学前児童の医療費に係る一
部負担金を助成

○不妊治療費助成事業
（再掲1-（1）-①）

○保育所保育料の軽減
（生活保護世帯、母子父子家庭
等）

○幼稚園就園奨励事業
・私立幼稚園就園奨励費補助金
・市立幼稚園保育料減免

○留守家庭児童会保育料の減免
（生活保護世帯、要保護・準要保
護世帯）

○各種援助・補助金による保護者
負担の軽減
・修学旅行費
・学級費
・就学援助費
・特殊教育就学奨励費

保育、教育費用の負
担軽減

2-(1)-①


